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１．１ 計画策定の経緯と概要  

１．１．１ 計画策定の経緯  

 

合併前の石巻市において、平成１５年６月に、石巻市立高等学校の将来構想として「石

巻市立高等学校の再編に向けた取組みの基本方針」（以下、基本方針）が策定された。  

しかし、平成１７年４月の大合併による行政組織の変革の見通しの中、実現に無理があ

るとして改善を求める声もあったことを受け、平成１８年５月から始まった新市における

「石巻市教育ビジョン策定委員会」で検討がなされ、新たな委員会を設けて検討すること

となった。 

これにより、石巻市教育委員会では、平成２０年４月に「石巻市立高等学校将来構想策

定検討委員会」（以下、策定検討委員会）を設置し、中学校卒業者の減尐、生徒の価値観

の多様化、男女共学化の進行、進路選択状況の変化等の諸状況に鑑み、さまざまな視点か

ら市立高等学校の将来像について検討してきたが、市教育委員会としても「魅力ある学校

づくり」について議論するため、平成２１年４月に教育委員協議会を設置し、調査、研究

を重ねてきた。 

また、策定検討委員会からは、平成２１年１０月２６日に、市立高等学校のあるべき姿

についての２年間にわたる検討結果をとりまとめた「石巻市立高等学校将来構想策定委員

会報告書」の提出があり、これらの内容を尊重しながら、これまでの調査、研究の内容に

照らして検討を重ね、平成２１年１２月に石巻市立高等学校再編の基本方針を策定した。 

この方針では、２校の学校運営を並行して続ける中で統合校校舎の整備を行うこととし

ていたが、平成２３年３月１１日に東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）が発生し、石

巻市立女子商業高等学校が津波による甚大な被害を受けたことから、石巻市立女子高等学

校１校の学校施設を利用しての計画に修正せざるを得なくなった。 

このため、統合目標年度の延期や設置するコース、学級及び定員についてこれまでの方

針を見直し、平成２３年８月に新たに基本方針を定めて、これに基づき石巻市立高等学校

統合事業基本計画を策定することとなった。 

【石巻市立高等学校の再編の基本方針】 

① 市立高等学校２校を統合し、女子校として新設する。 

② 現市立女子高等学校の施設を活用する。 

③ 統合校は普通科コース制（２コース）を採用する。 

④ 学級数及び定員は、５クラス、２００名とする。 

⑤ 統合目標年度を平成２７年度とする。 
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１．１．２ 将来構想検討の視点  

 

将来構想の検討に際しては、時代の潮流に対応した変革と質的充実への転換という視点

が大切である。特に石巻地区においては、尐子化による生徒数の減尐や男女共学化の影響

による入試定員割れが顕著であるため、入試環境の適正化に向けた整備が必要となってい

る。また、高校生の興味・関心、進路意識等が多様化し、これまでの枠の中では、自分の

特性や能力を伸ばしきれない生徒が増加している状況が見られる。  

そこで、市立高等学校将来構想の策定に当たっては、市民各界、各層の参加のもとで、

平成１５年６月策定の基本方針を生徒数の推移を考慮して再度精査し、高校の統合の可能

性や廃校なども含め、改めて以下の４点についての検討を行い、市立高等学校の将来像に

ついて、構想の中においてとりまとめられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【将来構想の視点】 

 
① 生徒の多様化 

② 中学校卒業者数の減少 

③ 男女共学化の進行 

④ 進路選択状況の変化  
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１．１．３ 学校施設整備・その他の課題  

 

 本市を取り巻く財政状況については、平成１６年度からの三位一体改革に伴う地方交付

税の減尐、さらには、市町合併前後の大型建設事業による公債費の高水準化といった、歳

入・歳出両面にわたる厳しい環境が継続しており、施設の統廃合等行財政改革を進めざる

を得ない状況となっている。 

 また、平成２３年３月に発生した東日本大震災の影響により、施設の統廃合を取り巻く

社会的情勢や経済的問題についても、今後十分な検討と配慮が必要となっている。 

 このようなことから、学校も含めた公共施設の新設は極めて困難な状況であり、市立高

等学校についても、既存の施設を活用する方向で考えなければならないのが実情である。 

 校舎及び体育館については、耐震診断結果が出ているが、東日本大震災の発生の教訓も

踏まえると、市立女子高等学校については校舎の耐震補強が不可欠かつ重要であるため、

平成２３年８月の新たな基本方針を踏まえた上で、適切な耐震補強改修工事が必要である。 

 市立女子商業高等学校については、津波による甚大な被害とともに、海岸に近い立地条

件などから、現地の復旧は不適と判断せざるを得ない状況である。 

 これらの学校施設整備などに関する現状を踏まえ、東日本大震災からの復旧・復興に沿

った、安全・安心かつ魅力あふれる学校整備が求められる。 
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１．２ 東日本大震災後の石巻市の現状  

１．２．１ 東日本大震災における被災状況の概要  

 

平成２３年３月１１日１４時４６分、東北地方太平洋沖地震発生。 

震源は、牡鹿半島東南東１３０㎞、深さ２４㎞。国内観測史上最大となるマグニチュー

ド９．０．震度６強の激しい揺れと、その後に沿岸域全域に襲来した巨大津波は、本来市

民を守るべき防潮堤を破壊し、多くの人命を奪い、住居や事業所、道路や港湾、漁港など

多くの財産が失われた。 

津波の高さは、牡鹿地区の観測地点で最大８．６ｍ以上を観測、死者２，９７８名、行

方不明者６６９名（平成２３年１０月末）にのぼる未曽有の大災害となり、本市に深い傷

跡と悲しみの記憶を残すこととなった。この津波により、平野部の約３０％、中心市街地

を含む沿岸域の約７３k㎡が浸水し、被災住家は全住家数の約７割の５３，７４２棟、うち

約４割に２２，３５７棟が全壊（平成２３年１０月末）となった。 

沿岸域においては、工場や事業所をはじめ、学校・病院・総合支所等の公共施設が破滅

的な被害となり、本市全域でライフラインが停止し、都市としての機能が失われた。 

震災後の最大避難者数は約５０，０００人、避難箇所は２５０か所で、在宅避難者を含

めた最大食料配布人数は約８７，０００人（平成２３年３月１７日時点）と想定の域を大

きく上回る事態となった。 

 

  

 ■人的被害（平成２３年１０月末現在）      （単位；人） 

 

人口（２月末現在） 死 者 行方不明者 

１６２，８２２ ２，９７８ ６６９ 

 

■住家被害 

 

 
棟 

全壊 ２２，３５７ 

半壊、一部損壊他 ３１，３８５ 

計 ５３，７４２ 
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文教施設の被害では、校舎等が津波等の被害を受けているところもあり、特に海岸線に

近い石巻市立女子商業高等学校は、津波被害により校舎の利用が完全に不可能となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震から3日後（津波の運んだ泥土等）      地震から3日後（用具等も破壊・散乱） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震から3日後（校舎内部の状況）          ４か月後の状況（復旧は困難） 

 

 

 

写真 石巻市立女子商業高等学校の被災状況
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１．２．２ 復興基本構想等関連計画の概要  （石巻市震災復興計画抜粋） 

 

（１）石巻市震災復興基本方針 

石巻市における震災復興に関する基本的な考え方を示す「石巻市震災復興基本方針」で

は、以下の３つの基本理念をもとに、計画期間を１０年と設定したうえで、「復旧期」、

「再生期」、「発展期」の各段階での取り組み方針を掲げている。 

 

■復興の基本理念 

基本理念１：災害に強いまちづくり 

多くの市民が被災し、電気、水道などのライフラインの寸断を引き起こした今回の震

災の教訓を踏まえ、単なる「復旧」にとどまらず、防災基準・防災体制を抜本的に見直

し、市民の命を守る災害に強いまちづくりを念頭に、新たな視点で都市デザインを描い

たまちを構築するとともに、ライフラインの補充や快適な生活空間として新エネルギー

を活かしたまちづくりを目指します。 

 

基本理念２： 産業・経済の再生 

基幹産業である紙・パルプ製造業、飼肥料製造業、合板製造業及び食を支える重要

産業である農林水産業などが壊滅的な被害を受けた中、今後の産業の連携・融合も含

めた在り方を検討し、再建・復興を促進するとともに、地域資源を活かした産業振興

基盤づくりを図ります。 

 

基本理念３：絆と協働の共鳴社会づくり 

人と人との結びつき・「絆」を大切にするとともに、市、地域、企業、大学、ＮＰＯ

などが総力を結集し、新たなまちづくりに向かって「共鳴」しながら、豊かで支えあう

地域社会の構築を図ります。 

 

■復興に関する計画期間（１０年間）（復旧期→再生期→発展期） 

 

平成  
２３  
年度  

平成  
２４  
年度  

平成  
２５  
年度  

平成  
２６  
年度  

平成  
２７  
年度  

平成  
２８  
年度  

平成  
２９  
年度  

平成  
３０  
年度  

平成  
３１  
年度  

平成  
３２  
年度  

          

   発 展 期 

   H30～H32 

  再 生 期 

  H26～H29 

復 旧 期 

H23～H25 
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（２）石巻市街地エリア整備方針（将来構想図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「石巻市震災復興基本計画」より 

 

 

統合校（現市女高） 統合前市女商 




